
新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
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事業概要  

一般国道４号矢板大田原バイパスは、交通混雑の緩和による物流生産性の向上、通過交通の転換による現道４

号の交通安全確保及び沿道環境の改善等を目的とした、矢板市針生から那須塩原市三区町に至る延長７．９ｋｍ

のバイパス及び現道拡幅事業である。 

事業の目的、必要性 

当該区間の整備により交通混雑を緩和し、輸送の効率化やドライバーの労働環境改善など物流生産性向上に寄

与するとともに、バイパス部へ通過交通を転換することで国道４号現道の交通死亡事故の低減及び沿道環境を改

善する他、救急医療施設への速達性向上により救急医療活動を支援することを目的とする。 

全体事業費 約４００億円 計画交通量 約28,500台／日～約38,700台／日 

事業概要図  

関係する地方公共団体等の意見 

【栃木県知事】 

・予算化について同意する。 

・国道４号は隣接する矢板拡幅、西那須野道路の整備を進めていただいているところであるが、当該区間の整

備により、地域住民の利便性向上や経済産業活動の活性化などの整備効果が、県北地域はもとより県内全域に

波及するものと大いに期待している。 

・事業の実施にあたっては、コスト縮減を図りながら、早期完成に向けて特段のご配慮をお願いします。 

学識経験者等の第三者委員会の意見 

・新規事業化については妥当である。 

事業採択の前提条件 

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ３０．１１） 

事業評価結果

費
用
対
便
益

Ｂ／Ｃ ２．０ 

総費用 ３２３億円 総便益 ６４２億円 基準年  

事業費：   ２９６億円 

維持管理費：  ２７億円

走行時間短縮便益：５５８億円 

走行経費減少便益：７１．６億円 

交通事故減少便益： １３億円

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.9 (交通量     -10％) B/C＝2.2 (交通量     +10％) 

事業費変動 B/C＝1.8 (事業費変動   +10％) B/C＝2.2 (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.8 (事業期間変動 +2年) B/C＝2.1 (事業期間変動 -2年) 
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影
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評価項目 評価 根拠 
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や
歩
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渋滞対策 ◎

バイパス整備により交通混雑が緩和し、トラック輸送の効率化やトラック乗務員の労

働環境改善など、物流生産性が向上。 

〔工業団地（大田原市）⇒矢板ICの所要時間〕 

 【現況】22分 → 【整備後】18分 （約２割短縮） 

事故対策 ◎

・バイパス整備で大型車を含む通過交通が転換され、現道の安全性が向上。

〔死亡事故率〕 

【現況】1.2件/億台㌔ →【整備後】0.9件/億台㌔ （約３割低下）

歩行空間 ○
生活道路や通学路としても利用されている現道の通過交通がバイパスに転換し、沿

線住民や通学児童の安全・安心が確保される。 

社
会
全
体
へ
の
影
響

住民生活 ◎

・バイパス整備により交通混雑が緩和し、第３次救急医療施設への速達性が向上。 

３０分以内に到達する圏域が拡大し、救急医療活動を支援。 

〔第３次救急医療施設への３０分到達人口〕 

【現況】21.1万人 → 【整備後】25.3万人（約4.2万人増加） 

地域経済 ○
事業区間には日本トップシェアの企業が立地する工業団地を有しており、物流の効

率化が期待される。 

災 害 ○
平成10年8月の大雨災害では、野崎橋が5日間通行止めとなり、一般国道4号の交通機

能が寸断し、大幅な迂回が発生したが、バイパス整備により代替路が確保される。 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 

・都市計画決定手続き完了（Ｈ３０．１１．２０） 

・栃木県知事、矢板市長、大田原市長、国道４号栃木県北部地域整備促進期成同盟会

等により矢板大田原バイパスの早期事業化を要望。 

採択の理由 
費用便益比が２．０と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 


